
令和２年度事後評価 保健福祉部

所属名 事務事業名 ページ番号
保険年⾦課 後期⾼齢者医療広域連合療養給付費負担⾦ 2
保険年⾦課 国保連合会負担⾦ 3
保険年⾦課 国⺠健康保険資格管理事業 4
保険年⾦課 国保税賦課事業 5
保険年⾦課 国保税収納徴収事業 6
保険年⾦課 国⺠健康保険趣旨普及事業 7
保険年⾦課 レセプト点検事業（国⺠健康保険） 8
保険年⾦課 第三者⾏為求償事業（国⺠健康保険） 9
保険年⾦課 医療費通知事業（国⺠健康保険） 10
保険年⾦課 療養給付事業 11
保険年⾦課 療養費⽀給事業 12
保険年⾦課 ⾼額療養費⽀給事業 13
保険年⾦課 ⾼額介護合算療養費 14
保険年⾦課 移送費⽀給事業 15
保険年⾦課 出産育児⼀時⾦⽀給事業 16
保険年⾦課 葬祭費⽀給事業 17
保険年⾦課 傷病⼿当⾦⽀給事業 18
保険年⾦課 医療給付費納付事業 19
保険年⾦課 後期⾼齢者⽀援⾦納付事業 20
保険年⾦課 介護納付⾦ 21
保険年⾦課 特定健康診査事業 22
保険年⾦課 特定保健指導事業 23
保険年⾦課 鍼灸あん摩療養費助成事業 24
保険年⾦課 富⼠⼤和温泉病院事業会計特別調整交付⾦繰出⾦ 25
保険年⾦課 後期⾼齢者医療保険料収納徴収事業 26
保険年⾦課 後期⾼齢者医療広域連合保険料等納付⾦ 27
保険年⾦課 後期⾼齢者医療広域連合事務費納付⾦ 28
保険年⾦課 後期⾼齢者健康診査等経費 29
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事務事業実績報告シート

20 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

令和３年度

事務事業名 後期⾼齢者医療広域連合療養給付費負担⾦ 事業期間 平成 年度
担当部署・係名 保険年⾦課　後期⾼齢者医療係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

基本事業 ⾼齢者医療制度の推進

事業概要・目的 後期⾼齢者医療被保険者に係る療養給付費負担対象額の12分の1に相当する額を、佐賀市が負担（定率
負担）する。

事業の対象者 後期⾼齢者医療被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 15住み慣れた地域で安心して暮らす⾼齢者福祉の充実

根拠法令等 ⾼齢者の医療の確保に関する法律第98条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業費総額 2,624,192
うち佐賀市の
負担額 2,624,192

活動実績① 単位

被保険者数 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

33,214

令和4年度以降、団塊の世代が後期⾼齢者となり始めることで、療養給付費負担⾦の急増が⾒込まれる。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

国⺠健康保険の被保険者数は、人⼝減少や⾼齢化による後期⾼齢者医療への移⾏、被⽤者保険の適⽤拡⼤等により今後も減
少する⾒込みである。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

佐賀市国⺠健康保険被保険者数 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

46,542

　　事業費総額 11,138
うち佐賀市の
負担額 11,138

根拠法令等 国⺠健康保険法

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的 国⺠健康保険団体連合会の運営に要する経費のうち、佐賀市が負担するもの。負担⾦は各保険者に均等に求
められる「平等割」と、各保険者の被保険者数に応じて求められる「被保険者数割」の２種類がある。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　保健事業・財政係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

令和３年度

事務事業名 国保連合会負担⾦ 事業期間 昭和
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

非正規雇⽤者の制度改⾰により健康保険組合や協会けんぽへ移⾏する者が増加していることや、少⼦⾼齢化により加⼊者（出
⽣）より脱退者（後期⾼齢者医療への移⾏）が多くなっていることから、国⺠健康保険被保険者は減少傾向にあり、将来的には
事務の効率化等が必要となる。

不現住者認定処理の件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

11

活動実績② 単位

活動実績① 単位

資格得喪届の受付件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

14,008

　　事業費総額 21,065
うち佐賀市の
負担額 21,061

根拠法令等 国⺠健康保険法、佐賀市国⺠健康保険条例

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的 佐賀市国⺠健康保険の資格取得・喪失届の受理及び被保険者証交付事務等を実施し、国⺠健康保険被保
険者資格の適正管理を⾏う。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　資格賦課係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 国⺠健康保険資格管理事業 事業期間 昭和
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

国⺠健康保険税の収納率は⾼い⽔準を保つことができているが、被保険者が減少傾向にあることから、将来的には事務の効率化等
が必要となる。

国⺠健康保険税収納率（⼀般分） ％

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

96.94

活動実績② 単位

活動実績① 単位

国⺠健康保険税の納税義務者数 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

28,600

　　事業費総額 9,161
うち佐賀市の
負担額 9,161

根拠法令等 国⺠健康保険法、地⽅税法、地⽅税法施⾏令、佐賀市国⺠健康保険税条例

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的
市県⺠税の所得情報をもとに法律で定められた課税基準や条例で定められた税率や税額どおりに国⺠健康保険
税を算定（軽減や減免も含む）し、納税義務者に対して納税通知書（6⽉当初の年次賦課及び資格得喪に
伴う随時賦課）の送付を⾏う。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の納税義務者及び被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　資格賦課係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 国保税賦課事業 事業期間 昭和
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事務事業進捗報告シート
40 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り

令和３年度
事務事業名 国保税収納徴収事業 事業期間 昭和

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的

税負担の公平性を推進し、国保財政の安定化を図るため国保税の収納事務を⾏っている。収納率向上のため
に、差押等の滞納処分に継続的に取り組んで⾏くとともに、処分する財産がない者に対しては執⾏停⽌を⾏うこと
で不良債権整理を⾏っていく。また、市報広報等、訪問職員による納付勧奨、⼝座振替等による納付促進を⾏
い国⺠健康保険税の収納率の維持向上と滞納者数の減少を図る。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険税の納税義務者

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　収納整理係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

平成２７年度からペイジー⼝座振替サービスを導⼊し⼝座振替⼿続きの簡素化を⾏い、平成２８年度から納税
者の利便性向上、納付機会拡⼤のためコンビニ収納を導⼊した。また、令和２年12⽉から新型コロナウイルス対
策として非接触型納付を可能とするためスマホ決済（PayB、PayPay、Line Pay)の導⼊を開始した。

令和２年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

うち佐賀市の
負担額 17,716

　　事業総額 45,512

成果指標① 単位

現年度国保税収納率 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

96.94
97.00 97.00 97.00 97.00

成果指標② 単位

滞納世帯数 世帯

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等
訪問職員による効果的な納付勧奨を⾏うこうとで⾃主納付を推進するとともに、財産の有無を早期に⾒極め、差押え、執⾏停⽌の
滞納整理を適正に実施する。また、経済的な⼝座振替納付を中心として、納税者の利便性や納付機会拡⼤に資するコンビニ収
納、スマホ決済などを活⽤し国⺠健康保険税の収納率の維持向上と滞納者数の減少を図る。

2,985
2,940 2,895 2,851 2,808
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事務事業進捗報告シート
40 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

後発医薬品の使⽤割合の政府目標である80％以上を維持できるよう、今後も引き続き啓発に努める。

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標① 単位

後発医薬品の使⽤割合 %

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

80.4
80 80 80 80

うち佐賀市の
負担額 264

　　事業総額 1,225

・小冊⼦「わかりやすい国保ガイド」作成・配布　4,000部
・チラシ作成・配布　54,000枚
・ジェネリック薬品推奨ラベル作成・配布　40,000枚

令和２年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　保健事業・財政係、給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

令和３年度
事務事業名 国⺠健康保険制度趣旨普及事業 事業期間 昭和

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的 被保険者に対し国⺠健康保険の制度や内容の周知・啓発を図る。保険税の賦課についてのチラシや佐賀市国保
の内容を紹介する小冊⼦、後発医薬品（ジェネリック薬品）推奨ラベルなどを作成し配布している。

75
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81

R2 R3 R4 R5 R6

目標 実績
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

⾼齢化に伴い国⺠健康保険における1人当たり医療費は年々増加している。適切な療養費の給付は、国保財政の健全化のために
不可⽋な事項であり、それを⽀える本事業の目的妥当性及び有効性は⾼い。今後も⼀人当たり医療費は増加する⾒込みであり、
本事業の必要性も⾼まることが予想されるため、レセプト点検の点検⽅法等を精査し、更なる事務の効率化を図っていく。

是正した医療費総額 円

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

46,419,367

活動実績② 単位

活動実績① 単位

是正したレセプト件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

10,928

　　事業費総額 18,667
うち佐賀市の
負担額 5,100

根拠法令等 国⺠健康保険法第45条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的
佐賀県内の国保保険者の事務の効率化及び国保財政の健全化に資することを目的として、医療機関から提出さ
れる診療報酬明細書（レセプト）の点検を佐賀県国⺠健康保険団体連合会に業務委託し共同処理を⾏うこと
で、適切な診療報酬を⽀給する。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

令和３年度

事務事業名 レセプト点検事業（国⺠健康保険） 事業期間 昭和
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

令和３年度

事務事業名 第三者⾏為求償事業（国⺠健康保険） 事業期間 昭和 年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的

医療費の適正化を図るため、交通事故等、第三者（加害者）の不法⾏為によって⽣じた保険給付について、保
険者（市）が⽴て替えた医療費等の損害賠償を加害者に対して求める。
第三者（加害者）への求償（請求）事務は佐賀県国⺠健康保険団体連合会に委任しており、事務⼿数料を
年2回⽀払っている。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者に対する第三者⾏為（交通事故等）の加害者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

根拠法令等 国⺠健康保険法第64条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業費総額 1,369
うち佐賀市の
負担額 1,369

活動実績① 単位

求償件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

47

第三者⾏為に該当するレセプト等の抽出と確認、国⺠健康保険で受診した被保険者への被害届の提出指導などを⾏い、第三者
⾏為の早期発⾒と確実な求償処理を⾏っていく。

収納⾦額 千円

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

32,804

活動実績② 単位
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事務事業実績報告シート

58 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

令和３年度

事務事業名 医療費通知事業（国⺠健康保険） 事業期間 昭和 年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的

医療費の適正化、健康に対する意識の⾼揚、⾃⼰管理の促進等を図るため、佐賀県国⺠健康保険団体連合
会に作成を委託した以下の通知書を被保険者に送付する。
・医療費通知︓受診情報を記載。年3回。
・後発医薬品差額通知︓先発医薬品を後発医薬品に変更することで⽣じる差額を記載。⼀部負担⾦が500円
以上軽減されると⾒込まれる者が対象。年2回。
・後発医薬品使⽤促進事業に係る通知︓先発医薬品を後発医薬品に変更することで⽣じる差額を記載。⽣活
習慣病疾患保有者等が対象。年1回。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

根拠法令等 国⺠健康保険における医療費の通知について（平成10年4⽉27⽇発第74号）等

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業費総額 6,827
うち佐賀市の
負担額

活動実績① 単位

医療費通知件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

86,497

通知件数は年々減少しており、今後も、国⺠健康保険被保険者数及び加⼊世帯数の減少に伴い、減少していくと⾒込まれる。

後発医薬品差額通知・後発医薬品使⽤促進事業に
係る通知件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

3,658

活動実績② 単位
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

国⺠健康保険被保険者数の減少に伴い、療養給付費も減少傾向にある。
⼀⽅で、全被保険者における70歳以上の被保険者（2割負担者）の占める割合は増加傾向にあり、医療の⾼度化と相まって、
⼀人当たりの医療費は増加傾向にある。

1人当たり療養給付費 円

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

440,331

活動実績② 単位

活動実績① 単位

医療費⽀給（⽀払）件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

874,229

　　事業費総額 15,038,858
うち佐賀市の
負担額 24,122

根拠法令等 国⺠健康保険法第36条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的
⼀般及び退職被保険者等が、医療機関等を受診した際の保険医療にかかった費⽤のうち、被保険者が⽀払った
⼀部負担⾦を差し引いた額を、佐賀県国⺠健康保険連合会を通じて保険者である市が医療機関に⽀払うことに
より、被保険者の負担軽減を図り、適切な医療を受けやすくする。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 療養給付事業 事業期間 昭和
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

国⺠健康保険被保険者数の減少に伴い、療養費の⽀給額も減少傾向にある。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

申請件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

21,621

　　事業費総額 131,420
うち佐賀市の
負担額

根拠法令等 国⺠健康保険法第54条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的
保険者が療養の給付を⾏うことが困難な場合（治療⽤装具代）⼜は保険医療機関以外の医療機関等で治療
を受けた場合（診療費、柔道整復師の施術代、あん摩・はり灸の施術代、海外療養費等）に、療養の給付に
代えて療養費を⽀給するにより、被保険者が安心して医療を受けられるようにする。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

令和３年度

事務事業名 療養費⽀給事業 事業期間 昭和
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事務事業実績報告シート

49 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

被保険者の申請⼿続の負担と本市の事務負担の軽減を目的に、⾼額療養費の申請⼿続の簡素化を⾏っている。簡素化により、
⼝座登録があるなどの条件全てに該当する世帯については申請を省略して⽀給している（令和元年9⽉から70歳から74歳の世帯
のみ、令和3年4⽉から全世帯が対象）。そのため、⽀給件数及び事業費は年々増加することが⾒込まれる。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

⽀給件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

40,339

　　事業費総額 2,388,690
うち佐賀市の
負担額

根拠法令等 国⺠健康保険法第57条の2

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的

被保険者が1か⽉間に⽀払った保険診療にかかる医療費が⾼額になった場合に、世帯主の申請により限度額
（被保険者世帯の市⺠税課税状況等により決定）を超えた分を⾼額療養費として⽀給すること、また、事前に
「限度額適⽤認定証」を申請により発⾏することで、1か⽉の⽀払を限度額までとすることにより、被保険者の⾼額
な負担を軽減し、治療を受けやすくする。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 ⾼額療養費⽀給事業 事業期間 昭和
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事務事業実績報告シート

20 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

⾼齢化の進展に伴い、国⺠健康保険（医療保険）と介護保険の両⽅のサービスを受けなければならない被保険者は、今後増加
の⼀途をたどるものと思われ、⾼額介護合算療養費の⽀給件数も増加すると⾒込まれる。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

⽀給件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

102

　　事業費総額 1,964
うち佐賀市の
負担額

根拠法令等 国⺠健康保険法第57条の3、国⺠健康保険法施⾏令第29条の4の2、3、4

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的
国⺠健康保険（医療保険）と介護保険の⾃⼰負担額を1年分合算し、負担基準額を超えた額について、医療
保険相当分を⾼額介護合算療養費として、被保険者からの申請に基づき⽀給することにより、医療保険と介護保
険の両⽅が⾼額になった世帯の負担軽減を図り、必要な医療及び介護を適切に受けられるようにする。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険被保険者の世帯であり、かつ介護保険の受給者がいる世帯

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 ⾼額介護合算療養費 事業期間 平成
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

国⺠健康保険法に基づくもので、不慮の傷病等に対し緊急に必要な医療を受けるために発⽣した移送費について、保険者が必要と
認める場合に限り⽀給するものであるが、直近の実績はない。ひとたび起きれば⾼額の移送費が発⽣するため、事業の有効性は⾼
い。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

⽀給件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

0

　　事業費総額 0
うち佐賀市の
負担額 0

根拠法令等 国⺠健康保険法第54条の4

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的
療養の給付を受けるため、移動困難な被保険者が医師の指⽰により医療機関に移送されたときに、保険者が必
要と認める場合に限り、移送費として省令で定めるところにより算定した額を⽀給することにより、移動困難な被保
険者が療養の給付を受けるための経費負担を軽減し、適切な医療の確保を図る。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 移送費⽀給事業 事業期間 昭和

0
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1

R2 R3 R4 R5 R6

0
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1

R2 R3 R4 R5 R6
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

国⺠健康保険被保険者数の減少や出⽣数の減少に伴い、⽀給件数も減少している。平成21年10⽉から始まった直接⽀払制度
については、予め現⾦を⽤意する被保険者の経済的負担の軽減を図ることができ、有効性は⾼い。窓⼝の⼿続については簡素化を
図りながら、効率的な事務処理を⾏っていく。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

⽀給件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

148

　　事業費総額 61,892
うち佐賀市の
負担額 61,892

根拠法令等 国⺠健康保険法第58条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的

被保険者が出産（死産を含む。）した場合に、世帯主の申請により出産育児⼀時⾦を⽀給し、出産に係る費
⽤の経済的負担の軽減を図ることにより、⺟親の健やかな出産と、⺟⼦の健康管理に寄与する。
　＜出産育児⼀時⾦＞
　　⼀児当たり︓産科医療補償制度加⼊医療機関等での出産の場合　42万円
　　　　　　　　　　それ以外の場合　40.4万円
※出産育児⼀時⾦を被保険者に代わって医療機関等へ直接⽀給される直接⽀払制度もある。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者で出産（死産を含む。）した者の属する世帯の世帯主

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 出産育児⼀時⾦⽀給事業 事業期間 昭和
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事務事業実績報告シート

40 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

国⺠健康保険被保険者の年齢構成は⾼齢化しているが、国⺠の平均寿命が前期⾼齢者対象年齢を超え、また、全体の被保険
者数が減少しているため、葬祭費は今後も現状どおり微減して推移していくものと⾒込まれる。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

⽀給件数 件

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

262

　　事業費総額 7,860
うち佐賀市の
負担額 7,860

根拠法令等 国⺠健康保険法第58条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的 被保険者が死亡した場合に、被保険者の葬祭を⾏った者の申請によって、3万円の葬祭費を⽀給することにより、
葬祭に係る負担の軽減を図る。

事業の対象者 死亡した佐賀市国⺠健康保険被保険者の葬祭を⾏った者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 葬祭費⽀給事業 事業期間 昭和
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事務事業進捗報告シート
2 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

新型コロナウイルス感染症の感染状況により、事業の対象者は増減する。引き続き、制度の周知を⾏っていく。

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標① 単位

⽀給件数 件

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

4
25 25 25 25

うち佐賀市の
負担額 400

　　事業総額 467

・申請件数　4件
・⽀給件数　4件
・⽀給額　　 467,275円

令和２年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者で、新型コロナウイルス感染症に感染⼜は感染の疑いのため就労することができ
ず、給与の全部⼜は⼀部の⽀払を受けることができなかった者

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

令和３年度
事務事業名 傷病⼿当⾦⽀給事業 事業期間 令和

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的
被⽤者である被保険者が、新型コロナウイルス感染症に感染⼜は感染の疑いのため就労することができず、給与の
全部⼜は⼀部の⽀払を受けることができない場合に、療養中の⽣活保障として⼿当を⽀給する。国の調整交付⾦
の対象となっており、当該年度または翌年度に⽀給額と同額が県を通して交付される。
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事務事業実績報告シート

30 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

国⺠健康保険被保険者数は減少傾向だが、⾼齢化や医療の⾼度化等により、⼀人当たり療養給付費は増加する⾒込みである。

1人当たり療養給付費 円

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

440,331

活動実績② 単位

活動実績① 単位

佐賀市国⺠健康保険被保険者数 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

46,542

　　事業費総額 5,561,367
うち佐賀市の
負担額 4,933,843

根拠法令等 国⺠健康保険法第75条の7

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的 県が推計した県全体の国⺠健康保険の保険給付費等について、国・県費等で賄われない部分を、県内全市町
で所得⽔準及び医療費⽔準等に応じて佐賀県へ納付する。

事業の対象者 佐賀市国⺠健康保険の被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　保健事業・財政係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 医療給付費納付事業 事業期間 平成
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事務事業実績報告シート

30 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

令和３年度

事務事業名 後期⾼齢者⽀援⾦納付事業 事業期間 平成 年度
担当部署・係名 保険年⾦課　保健事業・財政係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

基本事業 ⾼齢者医療制度の推進

事業概要・目的
後期⾼齢者医療制度において必要となる給付費は、約5割が公費、約4割が現役世代からの⽀援⾦で賄われて
いる。国保被保険者（現役世代）が負担すべき後期⾼齢者⽀援⾦等を、国⺠健康保険税（後期⾼齢者⽀
援⾦分）として徴収し、佐賀県へ納付する。

事業の対象者 佐賀市の後期⾼齢医療の被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 15住み慣れた地域で安心して暮らす⾼齢者福祉の充実

根拠法令等 国⺠健康保険法第75条の7

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業費総額 1,371,988
うち佐賀市の
負担額 1,371,988

活動実績① 単位

佐賀市国⺠健康保険被保険者数 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

46,542

国⺠健康保険の被保険者数は、人⼝減少や⾼齢化による後期⾼齢者医療への移⾏、被⽤者保険の適⽤拡⼤等により今後も減
少する⾒込みである。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位
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事務事業実績報告シート

30 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

被保険者数の減少に伴い、介護保険第2号被保険者数は、今後も減少する⾒込みである。⾼齢化により、介護サービス費の増加
が⾒込まれるため、介護納付⾦の額も増加する⾒込み。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

介護保険第2号被保険者数 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

14,690

　　事業費総額 508,712
うち佐賀市の
負担額 508,712

根拠法令等 国⺠健康保険法第75条の7

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 介護保険事業の円滑な推進

事業概要・目的 介護保険者が⾏う介護サービスの費⽤に対する財源として、40歳以上65歳未満の介護保険第2号被保険者が
負担すべき介護保険料を、国⺠健康保険税（介護納付⾦分）として徴収し、佐賀県へ納付する。

事業の対象者 介護保険サービスを受ける被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 15住み慣れた地域で安心して暮らす⾼齢者福祉の充実

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　保健事業・財政係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 介護納付⾦ 事業期間 平成
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事務事業進捗報告シート
20 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

・データ分析等を取り⼊れた効果的な受診勧奨通知を送付する。
・医療機関と連携を強化し、積極的な受診勧奨を⾏う。

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標① 単位

特定健診受診率（法定報告値） ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

34.2
55 60 60 60

うち佐賀市の
負担額 26,629

　　事業総額 120,305

・特定健診受診者数︓11,675人（R3年６⽉速報値。転⼊・転出者含む。）
・人間ドック費⽤助成利⽤者数︓1,103人（定員︓1,200人）
・脳ドック費⽤助成利⽤者数︓111人（定員︓160人）

令和２年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 40歳以上（人間ドック費⽤助成は35歳以上）の佐賀市国⺠健康保険の被保険者

年度
担当部署・係名 保険年⾦課・保健事業・財政係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

令和3年度
事務事業名 特定健康診査事業 事業期間 平成

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要

⽣活習慣病の予防、重症化の防⽌を目的に実施する健康診査。公益財団法人佐賀県健康づくり財団へ委託し
健診の⽇時・場所を指定して⾏う集団健診と、佐賀県医師会へ委託し医師会加⼊の医療機関にて受診が可能
な個別健診の⼆⽅法にて実施する。いずれも⾃⼰負担額1,000円を徴収する（年度中40歳到達者は無
料）。特定健康診査項目を含んだ人間ドック及び脳ドックの費⽤助成も実施する。
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事務事業進捗報告シート
20 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

・訪問、来庁、オンライン等、対象者が利⽤しやすい保健指導の⽅法を準備し、利⽤を促す。

成果指標② 単位

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標① 単位

特定保健指導実施率（法定報告値） ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

53.6
60 60 60 60

うち佐賀市の
負担額

　　事業総額 10,771

・特定保健指導利⽤者数︓1,128人（R3年６⽉速報値）
　（内訳）動機付け⽀援︓872人
　　　　　　　積極的⽀援︓256人

令和２年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 40歳以上の佐賀市国⺠健康保険の被保険者のうち特定保健指導対象になった者

年度
担当部署・係名 保険年⾦課・保健事業・財政係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

令和3年度
事務事業名 特定保健指導事業 事業期間 平成

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的

特定健康診査の結果から⽣活習慣病のリスク要因が基準以上とされた者に対し、重症化予防を目的として食⽣
活や運動などの⽣活習慣改善を図る「動機づけ⽀援」「積極的⽀援」の特定保健指導を実施する。個別健診受
診者で動機付け⽀援対象者については医師会に委託して実施し、その他の対象者については、市の保健師・管
理栄養⼠が直営で実施する。
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事務事業進捗報告シート
43 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

施術回数の成果目標達成のためには、施設利⽤証の交付人数を増加させるとともに、施設利⽤証交付者⼀人当たりの平均利⽤
回数を増加させることが必要である。本事業に係る広報活動を実施することにより本制度の普及・啓発を図り、交付人数及び平均
利⽤回数の増加に繋げる。

4.44
5.2 5.95 6.7 8.22

成果指標② 単位

施設利⽤証交付者⼀人当たりの平均利⽤回数 回

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標① 単位

施術回数 回

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

1,372
1,667 1,962 2,257 2,550

うち佐賀市の
負担額 1,439

　　事業総額 1,439

はり、きゅう、あん摩等施設利⽤証の交付人数　　309人令和２年度
主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 65歳未満の佐賀市国⺠健康保険の被保険者（ただし、あん摩は40歳以上で特定検診を受診した者）

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　給付係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

令和３年度
事務事業名 鍼灸あん摩療養費助成事業 事業期間 昭和

基本事業 国⺠健康保険の安定的な運営

事業概要・目的
はり、きゅう、あん摩等の施術所を利⽤する国⺠健康保険の被保険者に、施設利⽤証を発⾏し、施術料の⼀部
を助成することにより、施術所の利⽤頻度を⾼め、被保険者の健康の維持及び増進を図る。
　＜助成内容＞1回につき1,000円、利⽤回数上限︓1⽇1回、1年度24回まで
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事務事業実績報告シート

17 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

　地域の祭り等において健康相談ブースを設置したり、医師等が地域に出向いて健康講話や健康教室の実施、更には介護⽀援専
門員を配置し、総合的な相談にあたっていたが、令和２年度は新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤の影響等で中⽌した事業があ
り、利⽤者が⼤幅に減少した。次年度以降は状況により例年並みの回復を⾒込む。
　また、耐⽤年数を超過した医療機器等を計画的に更新し、国保直診施設として地域住⺠の健康を守るとともに、中⼭間地域で
⽣活されている住⺠への医療提供体制の維持・向上を図る。

医療機器等整備台数 台

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

1

活動実績② 単位

活動実績① 単位

健康相談等利⽤者 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

100

　　事業費総額 1,504
うち佐賀市の
負担額

根拠法令等 国⺠健康保険の調整交付⾦の交付額の算定に関する省令

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 中⼭間地域の医療の充実

事業概要・目的
国から県を通して国⺠健康保険特別会計に交付される「特別調整交付⾦」のうち、富⼠⼤和温泉病院が実施す
る保健事業等（健康相談や医療機器の更新）に対して交付された相当額を、富⼠⼤和温泉病院に繰り出すも
の。

事業の対象者 富⼠⼤和温泉病院のサービス利⽤者等

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 17健康づくりの推進と保健・医療の連携

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　保健事業・財政係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人

令和３年度

事務事業名 富⼠⼤和温泉病院事業会計特別調整交付⾦繰出⾦ 事業期間 平成
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事務事業実績報告シート

20 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

⾼齢化による被保険者数の増加に伴い、保険料収納徴収事業費についても増加する⾒込みである。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

被保険者数 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

33,214

　　事業費総額 17,920
うち佐賀市の
負担額 16,747

根拠法令等 ⾼齢者の医療の確保に関する法律第104条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 ⾼齢者医療制度の推進

事業概要・目的 後期⾼齢者医療保険料の徴収にかかる事務経費。保険料の賦課は、佐賀県後期⾼齢者医療広域連合が⾏
う。

事業の対象者 後期⾼齢者医療被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 15住み慣れた地域で安心して暮らす⾼齢者福祉の充実

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　後期⾼齢者医療係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

令和３年度

事務事業名 後期⾼齢者医療保険料収納徴収事業 事業期間 平成
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事務事業実績報告シート

20 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

令和３年度

事務事業名 後期⾼齢者医療広域連合保険料等納付⾦ 事業期間 平成 年度
担当部署・係名 保険年⾦課　後期⾼齢者医療係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

基本事業 ⾼齢者医療制度の推進

事業概要・目的 市が徴収した後期⾼齢者医療保険料、延滞⾦及び保険基盤安定負担⾦を佐賀県後期⾼齢者医療広域連合
へ納付する。

事業の対象者 後期⾼齢者医療被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 15住み慣れた地域で安心して暮らす⾼齢者福祉の充実

根拠法令等 ⾼齢者の医療の確保に関する法律第105条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

　　事業費総額 3,227,097
うち佐賀市の
負担額 172,457

活動実績① 単位

被保険者数 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

33,214

⾼齢化による被保険者数の増加に伴い、保険料等納付⾦についても増加する⾒込みである。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位
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事務事業実績報告シート

20 ~

１　事務事業の基本情報

２　事業の活動実績

３　活動実績の推移に関する分析及び今後の⾒込み

⾼齢化による被保険者数の増加に伴い、佐賀県後期⾼齢者医療広域連合の事務経費についても増加する⾒込みである。

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

活動実績② 単位

活動実績① 単位

被保険者数 人

R2実績 R3実績 R4実績 R5実績 R6実績

33,214

　　事業費総額 113,258
うち佐賀市の
負担額 113,258

根拠法令等 佐賀県後期⾼齢者医療広域連合規約第18条

決算額の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

基本事業 ⾼齢者医療制度の推進

事業概要・目的 佐賀県後期⾼齢者医療広域連合の運営に必要な経費の市負担分である。負担⾦の額は、佐賀県後期⾼齢
者医療広域連合規約に定める負担割合（人⼝割合、⾼齢者人⼝割合、法定割合等）に基づき算定される。

事業の対象者 後期⾼齢者医療被保険者

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 15住み慣れた地域で安心して暮らす⾼齢者福祉の充実

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　後期⾼齢者医療係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

令和３年度

事務事業名 後期⾼齢者医療広域連合事務費納付⾦ 事業期間 平成
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事務事業進捗報告シート
20 ~

１　事務事業の基本情報

２　成果指標の目標及び実績

３　事業成果の振返り
成果目標の達成状況 成果目標の達成状況に対する分析

令和2年度は基準値となるため、令和3年度の実施結果から記載

成果目標達成に向けた対応策等

前年度の健康診査未受診者で、かつ医療機関未受診者に対し、健康診査受診勧奨通知を送付する。

15.43
15.51 16.00 16.47 16.92

成果指標② 単位

受診率 ％

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

成果指標① 単位

受診者数 人

R2 実績 R3
目標

R4
目標

R5
目標

R6
目標

実績 実績 実績 実績

3,706
3,800 4,000 4,200 4,400

うち佐賀市の
負担額 1,324

　　事業総額 18,108

・受診者数 ︓ 3,706人（集団検診:1,874人､個別健診:1,832人）
・受 診 率  ︓ 15.43％（対象者受診率）令和２年度

主な活動実績

決算の推移（単位　千円）　　※職員人件費は含まない
区分 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

事業の対象者 後期⾼齢者医療被保険者

年度
担当部署・係名 保険年⾦課　後期⾼齢者医療係 担当課⻑名 ⼤久保　雅人　

総合計画に
おける位置づけ

政策 住み慣れた地域で⽀え合い、⾃分らしく⾃⽴した⽣活ができるまち
施策 15住み慣れた地域で安心して暮らす⾼齢者福祉の充実

令和３年度
事務事業名 後期⾼齢者健康診査等経費 事業期間 平成

基本事業 ⾼齢者医療制度の推進

事業概要・目的

被保険者の⽣活習慣病等を早期に発⾒し、治療につなげることにより、重症化の予防を図るため、佐賀県後期⾼
齢者医療広域連合の委託を受け健康診査を実施。
健康診査は、年度内に１回無料で「毎⽇健診︓佐賀県検診・検査センター」、「⽀所健診」、「医療機関健診」
のいずれかを受けることができる。
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